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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期
第３四半期
連結累計期間

第33期
第３四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 1,716,244 1,641,641 2,426,147

経常利益 （千円） 401,034 471,175 624,004

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 283,470 351,168 436,764

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 285,417 356,971 434,146

純資産額 （千円） 2,427,302 2,866,561 2,576,032

総資産額 （千円） 3,172,642 3,603,118 3,449,341

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 94.08 116.55 144.96

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.5 79.6 74.7

 

回次
第32期
第３四半期
連結会計期間

第33期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.59 27.52

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

連結子会社の株式会社ホロンテクノロジーは、平成29年４月１日に当社と合併の上解散いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の先行き等に留意すべき状況が続いているものの、

個人消費及び設備投資の持ち直し、企業収益及び雇用環境の改善などにより、緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。

情報サービス産業においては、このような経済状況を背景として、産業総売上高、ビジネス向けソフトウェア売

上高ともに、前年度に対して増加となっております。

この経営環境下、当第３四半期連結累計期間は、当社製品の主要適用分野であるEDI関連業務での問題解決力の

強化及び戦略製品の市場への訴求の強化等、販売力の強化に努めてまいりました。

他方、研究開発面では、既存ソフトウェア製品の機能強化や、エンタープライズ・データ連携基盤『ACMS

Apex』をはじめとする、今後の企業成長を担う戦略製品に対して継続投資を実施してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,641百万円（前年同四半期比4.3％減）となりました。利益面

では、売上総利益は1,346百万円（前年同四半期比4.1％減）、売上総利益率は82.0％となっております。

一方、販売費及び一般管理費が879百万円となったことにより、営業利益は466百万円（前年同四半期比17.6％

増）、経常利益は471百万円（前年同四半期比17.5％増）となり、税金等調整後の当第３四半期連結累計期間にお

ける親会社株主に帰属する四半期純利益は351百万円（前年同四半期比23.9％増）となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間で当社のサーバー系ソフトウェア製品は新たに643本を出荷し、累計出荷実績

は10,535本に至っております。

当社グループの事業は、データ交換系ミドルウェア等の企業の業務プロセスを支える基盤型ソフトウェア製品等

の開発・販売・保守及びこれらソフトウェア製品の導入や運用を支援するサービス等の提供を行う単一セグメント

のソフトウェア関連事業であります。なお、売上区分別の状況は、次のとおりであります。

 

①　ソフトウェア売上

ソフトウェア売上におきましては、主要適用分野であるEDI関連業務での問題解決力の強化及び応用可能な市

場への提案力の強化等、売上の拡大に努めてまいりました結果、一部受注の前倒しがあったものの前年同期には

及ばず、571百万円（前年同四半期比16.9％減）となりました。

 

②　メンテナンス売上

メンテナンス売上は、当社ソフトウェア製品の導入にあたり保守契約を締結し、毎年一定の保守料金をいただ

き、製品に関するサポートサービスを提供しております。従いまして、このメンテナンス売上は累計導入企業数

の増加とともに、安定的な収益基盤となっております。

メンテナンス売上高は、継続した保守契約の推進活動の実施等により、1,045百万円（前年同四半期比13.4％

増）となりました。

 

③　サービス売上その他

サービス売上やその他の売上として、ソフトウェア製品販売に付帯するサービスの提供や、通信機器の販売等

があります。当該売上は、平成29年４月１日をもって吸収合併いたしました株式会社ホロンテクノロジーで行っ

ておりました、オープンソースサポートサービス事業終了に伴い、24百万円（前年同四半期比76.9％減）となり

ました。
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（2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、386百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しに重要な変更はありません。

 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の財政状態（資本の財源及び資金の流動性について）の分析は、以

下のとおりであります。

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の資産の残高は、前連結会計年度末に比べ153百万円増加して3,603百万円となりま

した。これは主に、現金及び預金の減少178百万円、売掛金の減少172百万円、その他流動資産の減少９百万円、固

定資産の増加515百万円によるものです。

（負債）

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ136百万円減少して736百万円となりました。これは主に、前受金

の増加31百万円、未払法人税等の減少47百万円、賞与引当金及び役員賞与引当金の増加45百万円、その他流動負債

の減少166百万円によるものです。

（純資産）

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ290百万円増加して2,866百万円となりました。これは主に、利

益剰余金の増加284百万円によるものです。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,200,000

計 7,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,707,000 3,707,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 3,707,000 3,707,000 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 3,707,000 － 430,895 － 340,895

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　694,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　3,012,500 30,125 －

単元未満株式 普通株式　　　　　　500 － －

発行済株式総数 3,707,000 － －

総株主の議決権 － 30,125 －

（注）　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式55株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社データ・

アプリケーション

東京都中央区日本橋人形町

一丁目３番８号
694,000 － 694,000 18.72

計 － 694,000 － 694,000 18.72

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,895,109 2,716,658

売掛金 330,650 158,175

仕掛品 1,374 30

その他 70,332 61,170

流動資産合計 3,297,466 2,936,034

固定資産   

有形固定資産 13,834 11,734

無形固定資産 18,551 10,518

投資その他の資産   

投資有価証券 49,450 558,416

その他 70,038 86,413

投資その他の資産合計 119,488 644,830

固定資産合計 151,874 667,083

資産合計 3,449,341 3,603,118

負債の部   

流動負債   

買掛金 55,437 53,704

未払法人税等 95,949 48,413

前受金 488,778 519,958

賞与引当金 － 35,651

役員賞与引当金 － 9,824

その他 229,385 62,685

流動負債合計 869,550 730,239

固定負債 3,759 6,317

負債合計 873,309 736,556

純資産の部   

株主資本   

資本金 430,895 430,895

資本剰余金 340,895 340,895

利益剰余金 2,393,708 2,678,591

自己株式 △603,286 △603,441

株主資本合計 2,562,212 2,846,939

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,819 19,622

その他の包括利益累計額合計 13,819 19,622

純資産合計 2,576,032 2,866,561

負債純資産合計 3,449,341 3,603,118
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 1,716,244 1,641,641

売上原価 312,721 295,570

売上総利益 1,403,523 1,346,071

販売費及び一般管理費 1,006,568 879,361

営業利益 396,954 466,710

営業外収益   

受取利息 1,999 14

受取配当金 736 1,659

受取手数料 750 750

助成金収入 － 762

その他 593 1,800

営業外収益合計 4,079 4,987

営業外費用 0 522

経常利益 401,034 471,175

特別損失   

災害義援金 5,000 －

合併関連費用 8,942 －

電話加入権評価損 － 1,164

特別損失合計 13,942 1,164

税金等調整前四半期純利益 387,091 470,010

法人税等 103,621 118,842

四半期純利益 283,470 351,168

親会社株主に帰属する四半期純利益 283,470 351,168
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 283,470 351,168

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,947 5,802

その他の包括利益合計 1,947 5,802

四半期包括利益 285,417 356,971

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 285,417 356,971

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当社は、平成29年４月１日付で、当社を存続会社として、株式会社ホロンテクノロジーを吸収合併の上解散い

たしました。これに伴い、株式会社ホロンテクノロジーを第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外して

おります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 12,169千円 10,053千円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 54,234 18 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 66,286 22 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

当社グループは、ソフトウェア関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 94円08銭 116円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 283,470 351,168

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
283,470 351,168

普通株式の期中平均株式数（株） 3,013,000 3,012,946

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

株式会社データ・アプリケーション

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中井　　修　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大谷　はるみ　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デー

タ・アプリケーションの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29

年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社データ・アプリケーション及び連結子会社の平成29年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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